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 　児童福祉法第43条に基づき設置される施設であり、障害児に対して通所　
　により、日常生活の基本的動作の指導や、独立自活に必要な知識技能の　
　付与又は集団生活への適応のための訓練を提供する施設となる。施設に
　おける主なサービスとしては、 　

（１）児童発達支援センターとは

　① 障害児の身体的・精神的機能の発達支援及び家族に対する支援
　　（児童発達支援） 

　② 地域の障害児やその家族からの相談対応（障害児相談支援） 

　③ 障害児を預かる施設への援助・助言（保育所等訪問支援） 

などを提供し、現在療育支援センターでは具体的に次の事業を実施している。
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センター
本体

保健
センター

1 つくし学園 児童発達支援センター ○
　３歳以上から就学前までの児童が通園し，保育士や児童指導員が，
集団活動や生活指導を中心とした療育指導を行う。

20

　ゆりかご教室（水・木）：０歳から就学前までの児童とその保護者
に，保育士や作業療法士が，集団指導や個別指導、機能訓練等を
通して，運動発達を促し、療育に必要な知識と技術を習得できるよう
に支援を行う。

　おひさま教室（月・火・金）：１歳６カ月から就学前までの児童とその
保護者に，保育士や作業療法士が，集団での遊びや活動を通して，
基本的な生活習慣や社会性の基礎を身につけ成長を促していけるよ
う支援を行う。

3 幼児ことばの教室 児童発達支援 ○
　就学前までの児童に，心理職員や児童指導員が，言語・コミュニ
ケーション・認知・運動等の発達を促すため，個別指導を中心とした
療育を行う。

16

4 保育所等訪問支援 保育所等訪問支援 ○
　保育所・幼稚園・認定こども園等に通う就学前までの児童に，訪問
支援員（心理職等の専門職員）が通所先へ訪問し，集団生活に適応
できるように個別の療育支援を行う。

なし

　児童の発達に係る相談に，心理職員や早期療育相談員が個別に
相談に応じる。

　児童発達支援などの福祉サービスを利用する場合に，相談支援専
門員が，サービス等利用計画の作成を行う。また，サービス利用後の
状況について，モニタリングを実施し，サービスを円滑に利用できるよ
う支援する。

場所
事業名 事業種別 事業内容 1日定員

2 つくし療育ホーム 児童発達支援 ○ 10

5 早期療育相談 （障害児）相談支援 ○ なし
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　現在の療育支援センターは築後44年が経過
しており老朽化が目立つ。また、施設の広さな
どの関係から保健センターと2箇所に分散して
の事業実施となっているなどの課題があり、早
期に老朽化の課題解決や、業務の効率化などを
踏まえた一体的な事業実施の必要性がある。 
 

（２）児童発達支援センターの必要性について

現在の療育支援センター
療育支援センター位置図

療育支援センター

つくしの家

上高津貝塚

私立あおぞら
保育園
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■療育支援センター
  住　　所：土浦市上高津1809

    竣 工 年：昭和54年
　　敷地面積：約3,300㎡
　　延床面積：約980㎡（つくし作業所部分を含む）

　　構　　造：鉄筋コンクリート造２階建



（３）児童発達支援センター整備に係る候補地の考え方

　一体的な事業実施においては、新たな施設整備が必要と考え、候補地を検討
するに当たっては次のことを踏まえて整理する必要がある。

①児童発達支援センターが実施すべき事業を一体的に行えるような広さの確保
　（国が定める施設基準等から必要な部屋を想定すると、650㎡以上は必要）
　

②利用者が通いやすい場所
　（現施設から近い場所、交通のアクセスがよいところ、駐車場の確保など）
　

③事業の横展開などの可能性があること
　（幼稚園や小学校等との密接な連携・支援による好影響など）
　

④整備に係る費用に関する財源の確保
　（公共用地での実施による事業費の縮減や、整備補助の確保など）　
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　今後、上記条件に基づき候補地を3カ所程度選定し、利用者の利便性や
事業拡充により期待できる効果のほか、費用面を含めた比較検討等により
総合的に判断の上、整備場所を決定する。


